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Ⅰ．労働力確保対策

１．労働力確保に関する補助事業の継続と拡充について

（回答）

労働力確保対策につきましては、これまで、ＪＡグループ

と連携して取り組んできたところですが、労働力不足の実態

調査に基づく「複数の作型・品目を組み合わせた長期作業体

系の構築」や「地域外の農作業アルバイターを呼び込む仕組

みづくり」などが必要となっていることに加え、「外国人材

や障害者といった労働力のターゲットの多様化」に伴って、

ＪＡ無料職業紹介所に求められる業務もますます多様化して

おります。

こうした多様化する業務に対応して、より効果的なマッチ

ングやアフターフォロー等を行うためには、ＪＡ無料職業紹

介所の体制強化が重要と認識しております。

農業者の現場や集出荷場において労働力不足は大きな課

題となっており、ＪＡにおいては、無料職業紹介所や外国人

材、農作業アルバイターの活用、農福連携の取り組みなど、

様々な対策を進めています。

現状においても、様々な補助事業は構築されていますが、

深刻化する労働力不足に対応していくため、労働力確保に関

する補助事業の継続と拡充を要請します。
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併せて、地域外から農作業アルバイターを呼び込むために

は、宿泊施設の確保も不可欠と考えております。

そのため、ＪＡ無料職業紹介所の体制強化につながる、コ

ーディネートやアフターフォローを担う新たな専任職員の配

置、担当者のスキルアップに係る経費への支援を検討します。

また、農福連携を定着させるためのアフターフォローを行

う人材の確保・育成につきましては、国の事業の活用も視野

に入れて、支援してまいります。

さらに、現在「市町村、ＪＡ所有の施設」に限定している

地域外の農作業アルバイターが宿泊する施設の改修につきま

しては、「市町村、ＪＡが長期間借り受ける施設」にも支援を

拡大しますとともに、短期間の借り上げ経費につきましても

支援対象とすることを検討してまいります。

こうしたＪＡ無料職業紹介所の体制強化と、補助事業の拡

充によりまして、ＪＡグループの皆様と共に、労働力確保に

つなげてまいります。
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Ⅰ．労働力確保対策

２．農業労働力不足に対応できる高知県の体制整備について

（回答）

農業労働力の確保に向けて、「複数の作型・品目を組み合わ

せた長期作業体系の構築」や「地域外の農作業アルバイター

を呼び込む仕組みづくり」、「外国人材の活用」、「農福連携の

推進」など、多様な取り組みが必要となっております。

そのため、国が実施する研修への参加等によって、高い専

門知識とコーディネート力を備えた、幅広い業務に対応でき

る人材の育成・確保を図りながら、多様化する業務に対応い

たします。

また、農業労働力確保対策は、さらなる業務の多様化が見

込まれることから、課題解決に向けた企画立案や実行などの

取り組み体制を強化するため、専任担当者の配置についても

検討してまいります。

農業労働力不足対策に対応していくためには、外国人材の

活用や県域を越えた農作業アルバイターの対応、農福連携の

対応など幅広い業務知識と多くの対応が必要となります。

ついては、より充実した農業労働力不足対策を推し進める

ことができるよう、高知県としての専門担当者の配置など、

体制の拡充強化について要請します。
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今後とも、ＪＡグループ等との役割分担を明確化しながら、

労働力確保対策に的確に対応してまいります。
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Ⅱ．南海トラフ地震対策

１．石油中継基地に設置されている大型タンクの移設･集約に

かかる支援対策について

（回答）

施設園芸が盛んな本県では、南海トラフ巨大地震に備えた

燃料タンク対策は喫緊の課題であると認識しております。

県としましては、農家の負担軽減を図るため平成２６年度

から「燃料タンク対策事業」を創設し、農家の利用する少量

燃料タンクの流出防止装置付きタンクへの転換に取り組んで

まいりましたが、未対策のタンクが多く存在するため、引き

続きＪＡ、市町村と協力し、転換を推進してまいります。

一方、移設・集約される中継基地につきましては、ＪＡの

収益事業に必要な設備でありますことから、補助事業の対象

にはそぐわないものと考えます。

南海トラフ地震に備えるため、ＪＡ高知県の所管する石

油中継基地の移設・集約を迅速に進め、地震による被害を

最小限に食い止めるとともに、農家の早期の営農再開を可

能とし、将来に希望の持てる高知県農業を目指すため、中

継基地の移設・集約に係る費用の一部についての補助事業

の創設を要請します。
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Ⅲ．園芸農業対策

１．収穫用ロボットの開発研究等の加速化について

（回答）

園芸作物の収穫作業は、総労働時間の中で最も時間を要し

ており、近年、労働力不足や高齢化が深刻化する中、大幅な

省力化が期待できる収穫ロボットの開発や普及が、ますます

望まれているところです。

現在、国内ではトマト、アスパラガス、キュウリの収穫ロ

ボットが開発、実装されつつあり、本県の基幹品目であるナ

ス、ピーマン、シシトウ、ミョウガなどに適応した収穫ロボ

ットの開発や県内へのビジネス拠点整備について、メーカー

に働き掛けているところです。

園芸作物（ナス・ピーマン・トマト等）の収穫作業は、

人手不足や高齢化が進むなか、農家にとって大きな負担と

なっています。

現在、収穫作業用ロボットの研究・開発等については、

産学官連携により取り組みが進められているところですが、

農業の現場からは、早期の実用化が期待されています。

ついては、企業等での研究・開発費やほ場での稼働実証

経費への支援など収穫作業用ロボットの研究・開発および

実用化の早期実現を要請します。
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また、高知県では産学官連携プロジェクト『“IoP（Internet

of Plants）”が導く「Next 次世代型施設園芸農業」への進化』

に取り組む中で、ナスやピーマンの収穫ロボットの開発など

につながる果実の画像認識ＡＩエンジンの開発を進めていま

す。

さらに、このプロジェクトへの参画企業を対象としたマッ

チング会を年４回開催するとともに、生産現場からのニーズ

調査を基にして、収穫ロボットを含めた出荷調整機器などの

省力化につながる機器の開発を高知県工業会に要望している

ところです。

このような取り組みの中から、メーカーとの合意が得られ

れば、開発のための既存の補助事業の活用なども含めて、早

期開発につながる方策や支援を検討していきたいと考えてお

ります。

一方で、すでに現場実装段階にあるものにつきましては、

「学び教え合う場」などを活用し、実用性を検証しながら、

普及を図ってまいりたいと考えております。
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Ⅲ．園芸農業対策

２．高知県産農産物の安全安心確保対策への対応強化について

（回答）

高知県産農産物の安全・安心確保のためには、ＪＡグルー

プだけでなく、ＪＡグループ外の青果物流通業者や個人出

荷者への指導の徹底が非常に重要であると考えています。

県としましてはこれまで、ＪＡグループ内外を問わず、

研修・講習会の開催や農薬販売店の巡回指導等により、農

薬の安全・適正使用、生産履歴記帳に関する周知徹底を図

ってまいりました。

特に、ＪＡグループ外の青果物流通業者、生産者に対し

ましては、総会や出荷反省会の折に担当者が出向いて、農

薬の安全使用・適正使用、生産履歴記帳の徹底を指導して

ＪＡグループ高知では安全安心確保に向け、生産履歴記帳

運動や残留農薬自主検査などに取り組んでいますが、ＪＡグ

ループ外の流通により、万一の流通事故や農薬取締法違反な

どが発生した場合には、「高知県の農産物」として、全体の

イメージダウンにつながる可能性があります。

ついては、高知県産農産物全体の安全性を確保するため、

ＪＡグループ外の青果物流通業者や個人出荷者への安全・安

心確保対策の指導対応強化を要請します。
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います。

今後とも県内関係者が一丸となり、高知県産農産物の安全

性の確保に向けて、継続して取り組むことが重要と考えます。
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Ⅲ．園芸農業対策

３．省力化・環境制御関連機器等の計画的な導入に対する事業

の継続について

（回答）

環境制御技術は、増収・増益につながる重要な技術である

ことから、これまで、産地パワーアップ事業や県単独補助事

業などを活用し、環境制御機器の導入支援を行ってまいりま

した。

その結果、平成３１年３月末現在で、ナスやピーマンなど、

本県の主要７品目における導入面積率は５０パーセントまで

普及してきました。

また、今年度からは、省力化・高度化につながる機器のリ

ースや資材の導入に要する経費を、新たに補助対象経費に追

加することで、増収に伴う労働力不足への対応にも取り組ん

農業所得の向上や、労働力不足に対応していくため、現在

は、産地パワーアップ事業や環境制御技術高度化事業等を活用

して、環境制御関連機器やニラのそぐり機の導入などに取り組

んでいるところです。

ついては、今後も産地の様々な課題に対応できるよう、省力

化・環境制御関連機器等の計画的な導入に対する事業の継続を

要請します。
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でいるところです。

農業所得の向上や労働力不足に対応する省力化・環境制御

関連機器の導入をより一層推進していくため、事業を継続す

るとともに、国に対しまして産地パワーアップ事業の継続と

予算の確保を引き続き要望してまいります。
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Ⅳ．畜産対策

１．畜産環境整備（臭気対策等）にかかる取組支援の継続及び

早期普及について

（回答）

畜産振興を図るうえで、増頭に必要となる畜舎の整備に当

たっては、臭気や排水、騒音など、周辺住民に配慮した環境

対策をしっかりと行うことが重要と考えています。

このため、県ではこれまでに畜舎の整備に加え、堆肥舎や

浄化槽の整備に対する支援も行っており、昨年度からは、臭

気対策などの最新技術について情報収集を行うとともに、先

進的な臭気対策を講じた畜舎の視察や、脱臭システムなどの

研修を行ってまいりました。

畜産経営においては、臭気対策等を行い周辺住民の理解を

得ることが、規模拡大や施設改修を行う場合必要になること

はもちろん、経営を継続するうえで大変重要な課題です。畜

産農家が積極的に環境対策に取り組めるよう、研究や対策導

入への支援が必要です。

ついては、畜産農家が環境対策をしっかり行えるよう、平

成31年度から創設された高知県畜産環境対策推進事業の継

続及び早期普及について要請します。
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さらに、今年度は、これらの対策技術の有効性や導入コス

トの検証を行うために、高知県畜産環境対策推進事業を創設

し、９月には四万十町において、畜産農家も参加する専門家

を招いた臭気対策の勉強会を開催しました。

また、同町の実証モデル農家２戸において、臭気センサー

とＧＰＳを使い臭気の発生状況を「見える化」するとともに、

特定された臭気の発生源に対しては、シートなどによる被覆

や散水装置の設置、さらには各種資材による臭気低減策を実

施し、効果を検証することとしています。

今後は、検証結果に基づいた有効な対策を確立するとと

もに、対策に必要な資材などの導入支援も検討し、早期の

普及を図ってまいります。
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Ⅴ．その他

１．農業振興と地域活性化に向けたＪＡ自己改革の後押しにつ

いて

（回答）

ＪＡグループ高知の皆様は、本県の農業振興を進めていく

うえで、欠かすことのできない重要なパートナーとして、こ

れまで共に取り組んでまいりました。

産業振興計画の地域アクションプランなどの取り組みにお

きましても、ＪＡグループが地域地域で主体的に取り組まれ

ている活動が多く、引き続き皆様としっかりとタイアップし

ていくことが必要であると考えております。

もし仮に、准組合員の利用規制が実施され、収益性の低下

を招いた場合には、ＪＡが行う営農指導をはじめ県と共に歩

ＪＡグループは自主自律の協同組合として、組合員と徹底し

た対話を重ね、組合員の声に基づいて「不断の自己改革」に取

り組む所存ですが、「食と農を基軸として地域に根差した協同

組合」として、引き続き県・市町村等と連携した農業振興・地

域の活性化に注力できるよう、また、組合員調査の結果に沿っ

た政策が実現されるよう様々な角度からの後押しを要請しま

す。
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みを進める農業振興の様々な取り組みへの影響が懸念される

ところです。

さらには、購買店舗やガソリンスタンドなど、中山間地域

の住民の皆様に欠かせない生活基盤の維持・確保に支障が生

じるのではないかと、危惧されるところでございます。

国においては、現時点で「自己改革の取組は進展している」

と一定の評価をしております。今後の対応につきましては、

引き続き取り組まれる自己改革の状況や、組合員の声を踏ま

えるとともに、中山間地域を中心に、これまでＪＡが果たし

てこられた地域での重要な役割を十分考慮したうえで、准組

合員の利用規制について、決して強制することがないよう慎

重に対応していただきたいと考えております。

県としましては、今後も国の動向に注視したうえで、必要

に応じ、国に働きかけてまいりたいと考えております。


